（参考資料）
＊「政府調達に関する協定」及び関係法令の概要　

　「政府調達に関する協定」は、世界貿易の一層の自由化及び拡大を図るため、政府調達の分野においても内外差別などの国際的規律の枠組みを設ける必要があるという認識に立って１９８１年１月に発効し、その後、　１９８８年２月の改定協定の発効を経て、建設工事、設計・コンサルティング業務等への拡大や地方公共団体、政府関係機関の追加等を内容とする改定協定が１９９６年１月１日に発効しました。

　この改定協定の発効に伴い、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続きの特例を定める政令が制定され、次の内容が規定されました。

　・政令の適用を受ける建設工事（契約を締結する予定価格が１９億４千万円以上）の調達契約の締結が見込まれる年度毎に競争入札の参加者の資格に関する公示を行わなければならない。

　・一般競争入札の参加者の資格に関する要件の制限として、内外無差別の観点から、入札に参加する者の事業所の所在地に関する必要な資格を定めることができない。

　・前記の公示では調達をする物品等又は役務の種類、資格審査の申請方法、資格の有効期間及びその更新手続を明らかにし、随時に資格審査をしなければならない。

　・知事が定めた資格が指名競争入札又は一般競争入札に参加する者の資格と同一である場合は、当該資格の審査及び名簿の作成は行わない。
